
（単位：千円）

金額 金額

【負債の部】

固定資産 124,873,822 固定負債 26,717,132

有形固定資産 98,982,665 地方債等 24,953,766

事業用資産 37,568,350 長期未払金 316,712

土地 15,606,341 退職手当引当金 1,446,654

立木竹 169,743 損失補償等引当金 －

建物 58,430,259 その他 －

建物減価償却累計額 △ 37,615,144 流動負債 3,338,640

工作物 540,672 １年内償還予定地方債等 2,989,031

工作物減価償却累計額 △ 49,763 未払金 110,248

船舶 － 未払費用 －

船舶減価償却累計額 － 前受金 －

浮標等 － 前受収益 －

浮標等減価償却累計額 － 賞与等引当金 184,652

航空機 － 預り金 54,709

航空機減価償却累計額 － その他 －

その他 840,528 30,055,771

その他減価償却累計額 △ 536,385 【純資産の部】

建設仮勘定 182,100 固定資産等形成分 130,785,445

インフラ資産 59,665,216 余剰分（不足分） △ 28,104,046

土地 16,014,646

建物 1,382,101

建物減価償却累計額 △ 809,250

工作物 95,756,907

工作物減価償却累計額 △ 52,679,188

その他 －

その他減価償却累計額 －

建設仮勘定 －

物品 2,638,977

物品減価償却累計額 △ 889,879

無形固定資産 340,182

ソフトウェア －

その他 340,182

投資その他の資産 25,550,976

投資及び出資金 15,893,813

有価証券 94,254

出資金 272,714

その他 15,526,845

投資損失引当金 6,166

長期延滞債権 538,308

長期貸付金 181,707

基金 8,985,493

減債基金 3,113,415

その他 5,872,078

その他 －

徴収不能引当金 △ 54,510

流動資産 7,863,349

現金預金 1,860,781

未収金 99,692

短期貸付金 －

基金 5,911,624

財政調整基金 5,911,624

減債基金 －

棚卸資産 －

その他 －

徴収不能引当金 △ 8,747

繰延資産 － 102,681,400

132,737,171 132,737,171

（平成29年３月31日現在）

一般会計等貸借対照表

負債合計

資産合計 負債及び純資産合計

純資産合計

【資産の部】

科目 科目



（単位：千円）

金額

25,679,444

10,797,835

3,387,832

職員給与費 2,908,588

賞与等引当金繰入額 184,652

退職手当引当金繰入額 －

その他 294,592

6,909,187

物件費 2,831,773

維持補修費 803,078

減価償却費 3,261,713

その他 12,623

その他の業務費用 500,815

支払利息 314,427

徴収不能引当金繰入額 55,872

その他 130,517

14,881,609

5,979,486

5,197,089

3,689,942

15,092

466,673

258,687

207,986

25,212,772

166,144

73,971

91,273

121

－

779

17,406

6,765

10,641

25,361,509

その他

補助金等

科目

その他

臨時利益

資産売却益

経常費用

業務費用

人件費

物件費等

移転費用

純行政コスト

一般会計等行政コスト計算書
自　平成28年４月１日
至　平成29年３月31日

投資損失引当金繰入額

損失補償等引当金繰入額

社会保障給付

他会計への繰出金

その他

経常収益

使用料及び手数料

その他

純経常行政コスト

臨時損失

災害復旧事業費

資産除売却損



（単位：千円）

前年度末純資産残高 100,930,638 131,464,341 △ 30,533,703

純行政コスト（△） △ 25,361,509 △ 25,361,509

財源 27,123,186 27,123,186

税収等 19,385,543 19,385,543

国県等補助金 7,737,644 7,737,644

本年度差額 1,761,677 1,761,677

固定資産等の変動（内部変動） △ 667,980 667,980

有形固定資産等の増加 1,917,024 △ 1,917,024

有形固定資産等の減少 △ 3,573,137 3,573,137

貸付金・基金等の増加 1,985,811 △ 1,985,811

貸付金・基金等の減少 △ 997,678 997,678

資産評価差額 6,210 6,210

無償所管換等 △ 16,692 △ 16,692

その他 △ 434 △ 434 －

本年度純資産変動額 1,750,761 △ 678,896 2,429,657

本年度末純資産残高 102,681,400 130,785,445 △ 28,104,046

一般会計等純資産変動計算書
自　平成28年４月１日
至　平成29年３月31日

余剰分
（不足分）

固定資産
等形成分

科目 合計



（単位：千円）
金額

業務支出 22,330,010
業務費用支出 7,448,400

人件費支出 3,388,138
物件費等支出 3,662,067
支払利息支出 314,427
その他の支出 83,769

移転費用支出 14,881,609
補助金等支出 5,979,486
社会保障給付支出 5,197,089
他会計への繰出支出 3,689,942
その他の支出 15,092

業務収入 27,454,748
税収等収入 19,406,115
国県等補助金収入 7,637,896
使用料及び手数料収入 258,459
その他の収入 152,279

臨時支出 73,971
災害復旧事業費支出 73,971
その他の支出 －

臨時収入 27,465
5,078,232

投資活動支出 3,755,775
公共施設等整備費支出 1,041,094
基金積立金支出 1,828,939
投資及び出資金支出 728,870
貸付金支出 156,872
その他の支出 －

投資活動収入 1,086,224
国県等補助金収入 83,260
基金取崩収入 855,288
貸付金元金回収収入 140,828
資金売却収入 6,848
その他の収入 －

△ 2,669,551
【財務活動収支】

財務活動支出 3,172,300
地方債等償還支出 3,172,300
その他の支出 －

財務活動収入 1,171,700
地方債等発行収入 1,171,700
その他の収入 －

△ 2,000,600
本年度資金収支額 408,081
前年度末資金残高 1,397,990
本年度末資金残高 1,806,072

前年度末歳計外現金残高 53,579
本年度歳計外現金増減額 1,130
本年度末歳計外現金残高 54,709
本年度末現金預金残高 1,860,781

【投資活動収支】

【業務活動収支】

投資活動収支

財務活動収支

一般会計等資金収支計算書
自　平成28年４月１日
至　平成29年３月31日

科目

業務活動収支



（単位：千円）

金額 金額

固定資産 174,558,258 【負債の部】固定負債 83,784,091

有形固定資産 163,644,805 地方債等 64,837,567

事業用資産 47,291,708 長期未払金 320,685

土地 15,781,996 退職手当引当金 3,219,314

立木竹 169,743 損失補償等引当金 －

建物 73,140,297 その他 15,406,525

建物減価償却累計額 △ 42,892,036 流動負債 8,385,321

工作物 821,745 １年内償還予定地方債等 6,970,682

工作物減価償却累計額 △ 217,884 未払金 711,500

船舶 － 未払費用 －

船舶減価償却累計額 － 前受金 4,975

浮標等 － 前受収益 －

浮標等減価償却累計額 － 賞与等引当金 434,626

航空機 － 預り金 94,746

航空機減価償却累計額 － その他 168,791

その他 860,245 92,169,411

その他減価償却累計額 △ 554,499 【純資産の部】

建設仮勘定 182,100 固定資産等形成分 196,413,274

インフラ資産 110,291,745 余剰分（不足分） △ 101,527,262

土地 16,481,332

建物 5,354,256

建物減価償却累計額 △ 2,370,202

工作物 166,086,663

工作物減価償却累計額 △ 75,656,144

その他 －

その他減価償却累計額 －

建設仮勘定 395,840

物品 17,494,030

物品減価償却累計額 △ 11,432,677

無形固定資産 351,161

ソフトウェア 5,480

その他 345,681

投資その他の資産 10,562,291

投資及び出資金 367,368

有価証券 94,254

出資金 273,114

その他 －

投資損失引当金 6,166

長期延滞債権 1,119,255

長期貸付金 181,707

基金 8,985,493

減債基金 3,113,415

その他 5,872,078

その他 －

徴収不能引当金 △ 97,696

流動資産 12,497,167

現金預金 4,181,695

未収金 1,886,883

短期貸付金 75,000

基金 6,253,172

財政調整基金 6,253,172

減債基金 －

棚卸資産 130,967

その他 －

徴収不能引当金 △ 30,550

繰延資産 － 94,886,013

187,055,424 187,055,424資産合計 負債及び純資産合計

純資産合計

全体貸借対照表
（平成29年３月31日現在）

科目 科目

負債合計



（単位：千円）

金額

49,311,862
22,998,891
7,610,050

職員給与費 6,843,304
賞与等引当金繰入額 434,626
退職手当引当金繰入額 －
その他 332,120

13,659,095
物件費 6,674,751
維持補修費 988,562
減価償却費 5,959,227
その他 36,554

その他の業務費用 1,729,746
支払利息 1,147,304
徴収不能引当金繰入額 102,418
その他 480,024

26,312,971
20,879,003
5,199,981

218,896
15,092

9,466,655
8,812,362

654,293
39,845,207

202,815
73,971
114,540

121
－

14,183
181,322
6,765

174,557
39,866,700

その他

資産除売却損
投資損失引当金繰入額

その他
臨時利益

資産売却益

使用料及び手数料
その他

純経常行政コスト
臨時損失

災害復旧事業費

純行政コスト

補助金等

全体行政コスト計算書
自　平成28年４月１日
至　平成29年３月31日

科目

経常費用
業務費用

人件費

物件費等

移転費用

損失補償等引当金繰入額

社会保障給付
他会計への繰出金
その他

経常収益



（単位：千円）

前年度末純資産残高 93,596,027 197,761,024 △ 104,164,997

純行政コスト（△） △ 39,866,700 △ 39,866,700

財源 41,135,650 41,135,650

税収等 22,833,084 22,833,084

国県等補助金 18,302,566 18,302,566

本年度差額 1,268,950 1,268,950

固定資産等の変動（内部変動） △ 1,368,785 1,368,785

有形固定資産等の増加 3,860,967 △ 3,860,967

有形固定資産等の減少 △ 6,326,938 6,326,938

貸付金・基金等の増加 2,261,158 △ 2,261,158

貸付金・基金等の減少 △ 1,163,972 1,163,972

資産評価差額 6,210 6,210

無償所管換等 21,347 21,347

その他 △ 6,521 △ 6,521 －

本年度純資産変動額 1,289,986 △ 1,347,749 2,637,735

本年度末純資産残高 94,886,013 196,413,274 △ 101,527,262

全体純資産変動計算書
自　平成28年４月１日
至　平成29年３月31日

科目 合計 固定資産
等形成分

余剰分
（不足分）



（単位：千円）
金額

【業務活動収支】
業務支出 42,980,221

業務費用支出 17,340,070
人件費支出 8,066,821
物件費等支出 7,657,174
支払利息支出 1,161,315
その他の支出 454,760

移転費用支出 25,640,151
補助金等支出 20,424,204
社会保障給付支出 5,199,981
他会計への繰出支出 －
その他の支出 15,967

業務収入 50,116,067
税収等収入 22,773,944
国県等補助金収入 17,785,888
使用料及び手数料収入 8,957,618
その他の収入 598,616

臨時支出 87,375
災害復旧事業費支出 73,971
その他の支出 13,404

臨時収入 28,213
7,076,684

【投資活動収支】
投資活動支出 5,125,897

公共施設等整備費支出 2,909,739
基金積立金支出 2,059,286
投資及び出資金支出 －
貸付金支出 156,872
その他の支出 －

投資活動収入 1,634,152
国県等補助金収入 464,894
基金取崩収入 1,021,582
貸付金元金回収収入 140,828
資金売却収入 6,848
その他の収入 －

△ 3,491,745
【財務活動収支】

財務活動支出 15,114,469
地方債等償還支出 14,803,512
その他の支出 310,957

財務活動収入 11,994,662
地方債等発行収入 11,758,800
その他の収入 235,862

財務活動収支 △ 3,119,807
本年度資金収支額 465,132
前年度末資金残高 3,661,854
本年度末資金残高 4,126,986

前年度末歳計外現金残高 53,579
本年度歳計外現金増減額 1,130
本年度末歳計外現金残高 54,709
本年度末現金預金残高 4,181,695

投資活動収支

全体資金収支計算書
自　平成28年４月１日
至　平成29年３月31日

科目

業務活動収支



注 記 

 

１ 重要な会計方針 

(1) 有形固定資産等の評価基準及び評価方法 

 ① 有形固定資産・・・・・・・・・・・・・・・取得原価 

   ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。 

  ア 昭和 59 年度以前に取得したもの・・・・・再調達原価 

    ただし、道路、河川及び水路の敷地は備忘価額１円としています。 

  イ 昭和 60 年度以後に取得したもの 

   取得原価が判明しているもの・・・・・・・・取得原価 

   取得原価が不明なもの・・・・・・・・・・・再調達原価 

   ただし、取得原価が不明な道路、河川及び水路の敷地は備忘価額１円としています。 

 ② 無形固定資産・・・・・・・・・・・・・・・取得原価 

  ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。 

  取得原価が判明しているもの・・・・・・・・・取得原価 

  取得原価が不明なもの・・・・・・・・・・・・再調達原価 

 

(2) 有価証券及び出資金の評価基準及び評価方法 

 ① 満期保有目的以外の有価証券 

  ア 市場価格のあるもの・・・・・・・・・・・会計年度末における市場価格 

  イ 市場価格のないもの・・・・・・・・・・・・取得原価（又は償却原価法（定額法）） 

 ③ 出資金 

  ア 市場価格のないもの・・・・・・・・・・・出資金額 

    ただし、連結対象団体（会計）以外に対するもので、実質価額が著しく低下した 

ものについては、相当の減額を行った後の価格で計上しています。 

     

(3) 有形固定資産等の減価償却の方法 

 ① 有形固定資産・・・・・・・・・・・・・・・定額法 

 ② 無形固定資産・・・・・・・・・・・・・・・定額法 

 

(4) 引当金の計上基準及び算定方法 

 ① 投資損失引当金 

   市場価格のない投資及び出資金のうち、連結対象団体（会計）に対するものについて、 

実質価格が著しく低下した場合における実質価額と取得価額との差額を計上していま 

す。 

 



 ② 徴収不能引当金 

   未収金及び長期延滞債権については、過去５年間の平均不納欠損率により、徴収不能 

見込額を計上しています。 

 ③ 退職手当引当金 

   期末自己都合用支給額を計上しています。 

 ④ 賞与等引当金 

   翌年度６月支給予定の期末手当及び勤勉手当並びにそれらに係る法定福利費相当額 

の見込額について、それぞれ本会計年度の期間に対応する部分を計上しています。 

 

(5) 資金収支計算書における資金の範囲 

  地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号）第 235 条の４第１項に規定する歳入歳出に属する 

現金（歳計現金）としています。 

  歳計外現金は、資金収支計算書の資金の範囲には含めません。ただし、本表の欄外注記 

として、前年度末歳計外現金残高、本年度歳計外現金増減額、本年度歳計外現金残高及び 

本年度末現金預金残高を表示しています。 

 

(6) その他財務書類作成のための基本となる重要な事項 

 ① 物品の計上基準 

   取得価額又は見積価格が 50 万円（美術品は 300 万円）以上の場合に資産として計上 

します。 

 ② 資本的支出と修繕費の区分 

   区分が不明な場合は、130 万円未満のものを修繕費として計上しています。 

 

２ 重要な会計方針の変更等 

  該当事項はありません。 

 

３ 重要な後発事象 

  該当事項はありません。 

 

４ 追加情報 

(1) 一般会計等財務書類の対象範囲 

    一般会計 

(2) 一般会計等と普通会計の対象範囲等の差異 

    一般会計等に含まれる駐車場事業会計（想定企業会計）が普通会計の範囲に含まれ 

ていません。 

(3) 地方自治法第 235 条の５に基づき出納整理期間が設けられている会計においては、出 



納整理期間における現金の受払い等を終了した後の係数をもって会計年度末の係数と 

しています。 

(4) 千円未満を四捨五入して表示しているため、合計金額が一致しない場合があります。 

(5) 地方公共団体の財政の健全化に関する法律における健全化判断比率の状況は、次のと 

おりです。 

実質赤字比率     － 

連結実質赤字比率   － 

実質公債費比率   11.1％ 

将来負担比率     5.4％ 

(6) 利子補給等に係る債務負担行為の翌年度以降の支出予定額 0 千円 

(7) 繰越事業に係る将来の支出予定額 

   継続費：  129,598 千円 

   繰越明許費：176,926 千円 

   合計    306,524 千円 

(8) 過年度修正等に関する事項 

   該当事項はありません。 

(9) 減債基金に係る積立不足の有無及び不足額 

   該当はありません。 

(10) 基金借入金（繰替運用） 

   年度末における基金借入金の残高はありません。 

(11) 地方交付税措置のある地方債のうち、将来の普通交付税の算定基礎である基準財政需 

要額に含まれることが見込まれる金額 34,896,548 千円 

(12) 地方公共団体の財政の健全化に関する法律における将来負担比率の算定要素は、次の

とおりです。 

   標準財政規模                                         18,291,781 千円 

   元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額    3,408,876 千円 

   将来負担額                      51,355,189 千円 

   充当可能基金額                                       13,602,170 千円 

   特定財源見込額                    2,046,630 千円 

   地方債現在高等に係る基準財政需要額算入見込額     34,896,548 千円 

(13) 純資産変動計算書における固定資産等形成分及び余剰分（不足分）の内容 

 ① 固定資産等形成分 

   固定資産の額に流動資産における短期貸付金及び基金を加えた額を計上しています。 

 ② 余剰分（不足分） 

   純資産合計額のうち、固定資産等形成分を差し引いた金額を計上しています。 

 



(14) 資金収支計算書に係る事項 

 ① 基礎的財政収支  

      業務活動収支（支払利息支出を除く。）  5,392,659 千円 

   投資活動収支             △2,669,551 千円 

      基礎的財政収支             2,723,108 千円 

 ② 既存の決算状況との関連性 

   一般会計等と一般会計の範囲が同一であるため、既存の決算状況との差異はありませ

ん。 

 ③ 資金収支計算書の業務活動収支と純資産変動計算書の本年度差額との差額の内訳 

   業務活動収支               5,078,232 千円 

  投資活動収入の国県等補助金収入       83,260 千円 

   未収債権、未払債務等の増加（減少）      169,628 千円 

   減価償却費               △3,261,713 千円 

   賞与等引当金繰入額                     △184,652 千円 

   徴収不能引当金繰入額          △55,872 千円 

   資産除売却益（損）             △67,206 千円 

   純資産変動計算書の本年度差額      1,761,677 千円 

 ④ 一時借入金 

   資金収支計算書上、一時借入金の増減額は含まれていません。 

   なお、一時借入金の限度額及び利子額は次のとおりです。 

    一時借入金の限度額     5,500,000 千円 

    一時借入金に係る利子額      46 千円 

 ⑤ 重要な非資金取引 

   該当事項はありません。 






















